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軽油価格高騰下における下請・荷主適正取引の推進のための  

緊急協力要請について   

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  

日頃より、運輸行政及び中小企業行政の推進にご理解とご協力をいただき、  

厚く御礼申し上げます。  

さて、ご高承のとおり、今夏から原油価格高騰問題が再燃し、これに伴い軽  
油価格はローリー買いで平成15年の平均1リットル約64円から本年10月  

には100円に達する勢いで史上最高値を更新しています。  

一方で、これまでの燃料費上昇分の運賃への転嫁については、全く価格転嫁  
ができていない事業者が依然として約6割を占め、転嫁できていると回答した  

4割の事業者についてもそのほとんどが燃料費の上昇分の一部を転嫁できたに  

過ぎない状況となっています。  

貨物自動車運送事業につきましては、平成16年4月から、元諸事業者と実  
運送事業者の取引については下請法（下請代金支払遅延等防止法）、荷主と元諸  

事業者等については独占禁止法に基づく物流特殊指定（特定荷主が物品の運送  

又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方法）が適用され、公正取引委  
員会及び中小企業庁により厳格な運用が図られております。  






